
予算要求資料
令和２年度６月補正予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：消防指導費
	事業名　新新型コロナウイルス感染症対策事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　危機管理部　消防学校　管理調整係　電話番号：0586-89-3226
　　　　　　　E-mail： c21201@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　補正要求額  6,689千円（現計予算額： 0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正
要求額
	6,689
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,689

	決定額
	4,500
	4,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
 　   教育訓練の実施に際し、新型コロナウイルスの感染拡大を防止する必要が
あるため、必要な措置を行う。
（２）事業内容

      ・教育訓練における感染症対策に要する経費：4,219千円
（空気呼吸器面体70器・非接触放射温度計2個・リトルアン部品120個・高濃度酸素マスク120個・フェイスシールド140個・テント4帳・暖房器具8台の購入、団初級幹部科会場使用料）
　　　・学校生活における感染症対策に要する経費：2,470千円
（消毒液・増設した仮設寮室の物品・寮室区画に要する材料の購入、抗ウイルス剤コーティング）　　　　　　　　　　
（３）県負担・補助率の考え方

　　　消防組織法第５１条で消防学校は県が設置することとされており、当該経費は県が負担
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	需用費
　消耗品費
	2,597
	空気呼吸器面体1,886千円、非接触放射温度計84千円、救急訓練用物品326千円、寮室区画用材115千円、消毒液5千円、寮室不足物品181千円

	委託料
	2,169
	抗ウイルス剤コーティング

	使用料
	267
	消防団初級幹部科会場借上料

	備品購入費
	1,656
	テント424千円、暖房器具1,232千円

	合計
	6,689
	


	　決定額の考え方　

抗ウイルス剤コーティングについては、標準的な新型コロナウイルス対策を勘案して、計上を見送ります。
なお、財源については、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当します。


４　事業費の積算内訳

（１）各種計画での位置づけ
　　・岐阜県消防学校教育訓練計画
（２）国・他県の状況
　　・４７都道府県及び７政令指定都市が消防学校を設置。
　　・中部７県１市においては、各種感染防止対策を講じている。
　　　　共有部屋のパーテーション：愛知県、福井県で実施
消毒等衛生対策：各校で実施
（３）後年度の財政負担
	消耗品費
	救急訓練用物品、消毒液
	362

	委託料
	抗ウイルス剤コーティング
	2,169

	使用料
	団初級幹部科会場使用料
	267

	計
	2,798


（４）事業主体及びその妥当性
　　　消防学校は、消防組織法第５１条において、都道府県が設置することとされている。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　消防学校の教育訓練計画に基づいて教育訓練を実施するにあたり、新型コロナウイルス感染防止対策を実施する必要があるため、早急に実施しなければならない。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　教育訓練を予定どおり実施することが重要であって、整備の状況を達成率で示すことができない。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　



（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	　学生が直接触れる資機材は、使いまわしによる感染を防ぐため、全て個人貸与とする。（空気呼吸器面体、リトルアン部品、高濃度酸素マスク）
　各課程受付時及び朝夕の体温測定時に非接触放射温度計を使用することにより、検温時間の短縮及び消毒時間を削減することができる。
　実科訓練の休憩時に３密を回避するため、休憩所の増設用にテントを購入する。
　専科教育救急科の座学を屋内訓練場で実施するため、暖房器具を購入する。
　団初級幹部科は消防学校の他、総合庁舎５か所で実施しているが、コロナ対策を実施すると１度に３０名前後しか受講できないため、より大きな会場を借りることにより、受講生の受け入れ人数を増やすことができる。
　学校生活の感染症対策については、寮室の個室化、消毒の実施により感染リスクを大幅に削減できる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　今後も感染症対策が必要となる場合が考えられることから、寮を恒常的に個室化する必要があり、大規模な改修を要する。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　新型コロナウイルス対策の必要がある限り継続するものであり、寮については上記のとおり改修の必要がある。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


